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図表ー１　府県別貨物輸送量
　　　　　　　発量ベスト１０

　（単位：千トン）
順位 府県名 輸送量

1 神奈川 120,938
2 東  京 119,785
3 愛　知 116,414
4 千  葉 112,840
5 大　阪 103,293
6 埼　玉 90,825
7 兵　庫 88,052
8 茨　城 79,659
9 福　岡 72,872

10 岡　山 65,961

図表－２府県別貨物輸送量
　　　　　着量ベスト１０

　（単位：千トン）
順位 府県名 輸送量

1 東　京 153,251
2 大　阪 124,548
3 神奈川 124,193
4 愛　知 122,849
5 埼　玉 116,702
6 千  葉 107,997
7 兵  庫 90,245
8 福  岡 79,013
9 静  岡 62,106

10 茨  城 52,545

○平成 15 年度 貨物・旅客地域流動の概況 

１ 貨 物 輸 送 

  （１）府県別貨物輸送量と府県間貨物輸送量 

平成１５年度の全輸送機関の総貨物輸送量は、５，８４６，８５

４（千トン）で、前年度比１．９％の減少である。 

府県別の貨物流動状況をみるため、平成１５年度における府県別

貨物輸送量（全機関、総貨物）を、府県内の輸送量である「域内量」

と他府県との間の輸送量である「発量」と「着量」とに区分し、そ

れぞれの全国ベスト１０を調べたのが図表－１～３である。「発量」

及び「着量」ではいずれも三大都市圏が上位を占め、「域内量」では、

北海道、福岡、新潟並びに静岡がベスト１０に入っている。 

また、府県間貨物輸送量（ある府県と他府県との間の貨物輸送量

をいう。）の全国ベスト１０は図表－４のとおりであり、全国の上位

はいずれも三大都市圏内の輸送である。 

（三大都市圏とは、東京圏（埼玉、千葉、東京、神奈川）、中京圏

（愛知、三重、岐阜）、及び阪神圏（京都、大阪、兵庫、奈良）をい

う。以下同じ。）  
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図表－３　府県別貨物輸送量

（単位：千トン）
順位 府県名 輸送量

1 北海道 519,512
2 愛  知 212,896
3 東  京 168,557
4 神奈川 158,298
5 福　岡 150,905
6 大  阪 147,680
7 兵　庫 146,191
8 新　潟 142,783
9 静　岡 134,817

10 千  葉 129,978

域内量ベスト１０
図表－４　府県間貨物輸送量
　　　　ベスト１０

　 （単位：千トン）
順位 府県名 輸送量

1 東　 京→埼　 玉 32,932
2 埼   玉→東   京　 30,279
3 兵   庫→大   阪 29,505
4 神奈川→東   京 27,798
5 千   葉→東   京 24,746
6 大   阪→兵   庫 23,322
7 愛   知→岐   阜 22,316
8 三   重→愛   知 19,836
9 千   葉→神奈川 18,157

10 東   京→神奈川 17,471

図表－5　地域別貨物輸送量の推移（発量＋域内量）
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なお、最近の推移について府県を２３地域に分けてみたのが図表

－５である。北海道から中京地区の間では、京浜葉地域等で若干の

増加もあるが、概ね横ばい傾向にある。近畿以西は、概ね減少傾向

にあり、これは地域により生産拠点の海外移転の増加などが影響し

ていると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）品目別貨物輸送特化係数   

府県ごとの品目特性をみるため、府県間輸送における品目別輸送

特化係数を整理してみると次のようになる。特化係数とは、「ある府

県から他府県（又は他府県から当該府県）に輸送された貨物量に占

めるある品目の割合」が、「全国における当該品目の占める割合」の

何倍になるかを示す係数（対全国比を示す。）であり、ここでは府県 

    別の品目特性を表すと考えられる。 

平成１５年度における品目別貨物輸送特化係数の高い上位３府県

を、発量及び着量別に図表－６に示す。 
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１０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度
東京圏計 1,217,581 1,174,905 1,177,064 1,178,848 1,185,665 1,224,286
中京圏計 631,002 667,577 672,111 646,156 669,017 654,502
阪神圏計 807,842 788,534 797,998 775,807 742,541 709,037

（発量）

林産品 鉱産品 金属機械工業品 化学工業品 軽工業品 雑工業品 特種品

1 愛媛/3.85 鹿児島/5.49 愛知/2.18 沖縄/2.48 福井/3.61 東京/2.07 東京/2.55

2 富山/3.10 高知/3.25 広島/1.77 山口/2.41 佐賀/3.01 石川/1.98 宮城/2.54

3 滋賀/3.09 大分/3.16 岐阜/1.61 岡山/2.01 徳島/2.37 埼玉/1.90 宮崎/1.56

長野/4.17

秋田/3.90

山形/3.13

農水産品

（着量）

林産品 鉱産品 金属機械工業品 化学工業品 軽工業品 雑工業品 特種品

1 高知/9.13 徳島/3.45 愛知/1.97 富山/1.94 長崎/2.07 山梨/1.65 岩手/3.95

2 岐阜/5.05 山口/2.33 神奈川/1.41 宮崎/1.70 山梨/1.71 埼玉/1.54 沖縄/2.92

3 島根/3.57 大分/2.13 福岡/1.40 青森/1.67 佐賀/1.66 東京/1.52 茨城/1.71

農水産品

熊本/2.71

奈良/2.12

東京/1.77

図表－７　三大都市圏内等の輸送量の推移
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図表－６ 品目別貨物輸送特化係数（ベスト３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）三大都市圏内等の貨物輸送量 

平成１５年度における三大都市圏に係わる貨物輸送量は、合計 約２６

億トンで、全国に占めるシェアは４４．３％である。このうち、三大都市

圏内は同２８．４％、三大都市圏相互間は同２．３％、三大都市圏とその

他の地域間は同１３．５％である。 

三大都市圏のそれぞれに係わる貨物輸送量の最近の推移を図表－７に示

す。一時減少傾向が見受けられたが、東京圏では平成１２年度から、やや

増加の傾向を示している。一方、阪神圏では平成１３年度から減少傾向に

あり、中京圏ではほぼ横ばいとなっている。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）東京圏計は東京圏、東京圏⇔中京圏・阪神圏の 1/2 及び東京圏⇔その他合計であ

る。中京圏及び阪神圏についても同様である。 
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（４）輸送距離帯別輸送機関分担率     

  平成１５年度の貨物輸送について、輸送距離帯別に輸送機関分担

率をみたのが図表－８である。 

  500ｋｍ未満では自動車が、750ｋｍ以上では海運が高いシェアを

占めている。 

平成５年度との比較でみると幹線道路網の充実等により長距離帯

を中心に自動車のシェアが大幅に増大している。（図表－９参照） 

（注）長距離フェリー利用による貨物自動車の輸送は、自動車輸送統計上の自

動車輸送に計上されている。 

 

図表－８輸送距離帯別輸送機関別シェア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表－９輸送距離帯別輸送機関分担率の推移（総貨物） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）距離帯は、府県間の距離を県庁所在地間のＪＲ区間距離で代表し、同一府県内に

ついては 100ｋｍ未満とした 
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図表－１0　輸送機関別輸送量の推移
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（参考）貨物輸送の概況 

  平成１５年度における国内の総貨物輸送量は、合計５８億４千６

百万トン（前年度比１．９％減）で、輸送機関別分担率は自動車８

９．５％、海運９．８％、鉄道０．６％である。平成５年度の輸送

機関別分担率は、自動車８９．７％、海運９．５％、鉄道０．８％

で、海運が分担割合を上げている。（図表－１０参照）  

  （注）トンキロベースでの平成１５年度の輸送機関別分担率は、

自動車５７．１％、海運（内航船舶輸送統計調査による）３

８．７％、鉄道４．０％であり、平成５年度の輸送機関別分

担率は、自動車５１．５％、海運４３．６％、鉄道４．７％

となっており、自動車の分担率が増加している。 

品目別の分担率は、鉱産品が総貨物輸送量の２４．４％を占め、

金属機械工業品等の工業品が４６．０％、建設残土等の特種品が２

０．１％、農水産品及び林産品が７．４％となっている。（図表－１

１参照） 

  なお、総貨物輸送量は、過去最高のピークである平成３年度から

は１６．０％、最近のピークである平成８年度からは１４．９％減

少し、産業構造が大きく変わる中、貨物輸送量は減少傾向にある。

また、品目別では鉱産品（平成８年度比３０．０％減）及び化学工

業品（同３０．０％減）が大きく減少しているが、軽工業品（同２

９．０％増）及び雑工業品（同１４．８％増）は増加している。       
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図表－１１　品目別貨物輸送量の推移
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図表－１2　府県別旅客輸送量
　　　発量ベスト１０

（単位：千人）
順位 府県 輸送量

1 東京 2,128,123
2 神奈川 887,377
3 埼玉 835,812
4 大阪 710,101
5 千葉 614,421
6 兵庫 386,281
7 愛知 286,900
8 京都 250,114
9 茨城 189,720
10 奈良 186,108

図表－１3　府県別旅客輸送量
　　　着量ベスト１０

（単位：千人）
順位 府県 輸送量

1 東京 2,121,084
2 神奈川 889,620
3 埼玉 838,528
4 大阪 705,167
5 千葉 616,678
6 兵庫 389,808
7 愛知 285,783
8 奈良 191,262
9 茨城 189,085
10 岐阜 175,102

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 旅 客 輸 送 

（１）府県別旅客輸送量と府県間旅客輸送量 

平成１５年度の全輸送機関の総旅客輸送量は、８７７億人で、前

年度比０．７％の増加である。 

府県別の旅客流動状況をみるため、平成１５年度における府県別

旅客輸送量（全機関）を、府県内の輸送量である「域内量」と他府

県との間の輸送量である「発量」と「着量」とに区分し、それぞれ

について全国ベスト１０を調べたのが図表－１２～１４である。

「発量」、「着量」いずれも三大都市圏が上位を占め、「域内量」では、

北海道がベスト５に入っている。 

また、府県間旅客輸送量（ある府県と他府県間の旅客輸送量をい

う。）の全国ベスト１０は図表－１５のとおりであり、全国の上位は

いずれも三大都市圏内又は三大都市圏と隣接府県との輸送である。 
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図 表 － １4　府 県 別 旅 客 輸 送 量 　
 　  域 内 量 ベ ス ト１０

（単 位 ：千 人 ）
順 位 府 県 名 輸 送 量

1 東 京 10,408,622
2 神 奈 川 5,195,540
3 大 阪 5,075,199
4 愛 知 5,023,198
5 北 海 道 3,419,946
6 千 葉 3,323,127
7 福 岡 3,155,674
8 兵 庫 3,058,466
9 埼 玉 3,046,169
10 静 岡 2,459,695

図表ー１5　府県間旅客輸送量
          ベスト10

　　　　（単位：千人
順位 輸送量

1 東京 ⇔ 神奈川 770,864
2 埼玉 ⇔ 東京 664,537
3 千葉 ⇔ 東京 490,536
4 大阪 ⇔ 兵庫 343,206
5 岐阜 ⇔ 愛知 150,682
6 奈良 ⇔ 大阪 125,404
7 京都 ⇔ 大阪 120,340
8 埼玉 ⇔ 群馬 74,447
9 佐賀 ⇔ 福岡 54,028
10 滋賀 ⇔ 京都 51,928
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（２）府県別輸送機関分担率 

  平成１５年度における府県別の輸送機関分担率についてみると、

府県内輸送では、東京圏及び阪神圏を除き自動車の比率が圧倒的に

高く、その他の輸送機関ではＪＲ及び民鉄が東京圏及び阪神圏で高

い比率を示している。中でも東京は、ＪＲ及び民鉄の分担率の合計

が６７．３％と鉄道の利用が全体の２/３を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）三大都市圏内等の旅客輸送量 

平成１５年度における三大都市圏に係わる旅客輸送量は、合計４

７２億９千万人で、全国に占めるシェアは、５３．９％である。こ

のうち、三大都市圏内では同５２．１％、三大都市圏相互間は同０．

２％、三大都市圏とその他の地域間は同１．６％である。 

三大都市圏のそれぞれに係わる旅客輸送量について、最近の推移

を図表－１６に示す。東京圏、中京圏及び阪神圏とも横ばい傾向を

示している。       
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（単位：千人）

５年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度

東京圏計 26,857,001 26,410,718 26,047,844 26,121,044 26,963,029 26,974,382 26,875,836

中京圏計 7,092,725 7,731,025 7,478,187 7,558,913 7,595,815 7,802,539 8,201,924

阪神圏計 12,718,389 12,444,884 12,518,105 12,269,978 12,581,461 12,407,380 12,210,199

          図表－１６ 三大都市圏内等の旅客輸送量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）東京圏計は東京圏、東京圏⇔中京圏・阪神圏の 1/2 及び東京圏⇔その他

の合計である。中京圏及び阪神圏についても同様である。 

 

 

（４）輸送距離帯別輸送機関分担率 

     平成１５年度の旅客輸送について、輸送距離帯別に輸送機関分担

率をみたのが図表－１７～１８である。 

     500ｋｍ未満では自動車が、750ｋｍ以上では航空がそれぞれ高い

シェアを占めている。平成５年度と比較すると、規制緩和による新

規参入や、割引航空運賃の多様化により航空のシェアが増大してい

る。反面、自動車は長距離帯で減少している。ＪＲ、民鉄、旅客船

のシェアは全距離帯で減少している。 

（注）長距離フェリー利用による旅客自動車の輸送は、自動車輸送統計上の自

動車輸送に計上されている。 
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Ｈ１５年度 9.4% 20.1% 40.0% 57.0% 22.2% 4.8%
Ｈ　５年度 10.3% 24.3% 44.0% 58.6% 28.4% 9.3%

対平成５年度差 -0.9 -4.2 -4.0 -1.6 -6.2 -4.5
Ｈ１５年度 15.2% 2.0% - - - -
Ｈ　５年度 17.2% 2.9% - - - -

対平成５年度差 -2.0 -0.9 - - - -
Ｈ１５年度 75.3% 77.6% 54.0% 22.3% 21.7% 7.0%
Ｈ　５年度 72.4% 72.3% 48.4% 26.1% 32.7% 28.4%

対平成５年度差 2.9 5.3 5.6 -3.8 -11.0 -21.4
Ｈ１５年度 0.1% 0.3% 1.9% 2.0% 0.6% 0.2%
Ｈ　５年度 0.1% 0.4% 3.3% 2.9% 1.0% 0.5%

対平成５年度差 0 -0.1 -1.4 -0.9 -0.4 -0.3
Ｈ１５年度 0 0.1% 4.1% 18.7% 55.5% 88.1%
Ｈ　５年度 0 0.1% 4.2% 12.5% 38.0% 61.9%

対平成５年度差 0 0 -0.1 6.2 17.5 26.2

航　空

Ｊ　Ｒ

民　鉄

自動車

旅客船

平成１５年度

Ｊ　Ｒ

民　鉄

自動車

旅客船
航　空

0%

20%

40%

60%

80%

100%

100未満 100～
     300

300～
     500

500～
     750

750～
   1000

1000以上

距離帯（ｋｍ）

図表－１７ 輸送距離帯別輸送機関シェア 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表―１８ 輸送距離帯別輸送機関分担率 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）距離帯は、府県間の距離を県庁所在地間のＪＲ区間距離で代表し、同一府県内に

ついては 100ｋｍ未満とした。 
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（参考）旅客輸送の概況     

平成１５年度の国内の総旅客輸送量は、合計８７７億５百万人（前

年度比０．７％増）で、輸送機関分担率では、自動車７５．２％、

ＪＲ９．７％、民鉄１５．０％、旅客船０．１％、航空０．１％で

ある。平成５年度における輸送機関分担率は、自動車７２．３％、

ＪＲ１０．６％、民鉄１６．９％、旅客船０．１％、航空０．１％

で、自動車が分担割合を上げているが、ＪＲ、民鉄が分担割合を下

げている。 

（注）人キロベースでの、平成１５年度の輸送機関別分担率は、

自動車６６．９％、ＪＲ１６．９％、民鉄１０．１％、旅客船０．

３％、航空５．８％である。平成５年度は自動車６５．６％、ＪＲ

１８．４％、民鉄１１．３％、旅客船０．４％、航空４．２％とな

っている。 

輸送機関別輸送量の最近の推移は図表－１９のとおりであり、全

体として横ばい傾向の中、自動車は着実に輸送量を伸ばしている。 

 

図表―１９  輸送機関別旅客輸送量の推移 
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